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施策 23 高齢者が安心して地域で暮らし続けられる環境づくり 

 

 

  目指す姿 

 

 

 

 

 

  施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

○台東区の 65歳以上の高齢者人口は、令和 4年 4月 1日現在で 4万 5,400人であり、高齢

化率は約22.2％となっています。今後、75歳以上の後期高齢者人口の増加に伴い、要支援・

要介護認定者や認知症高齢者も増えることが予測されます。 

区では、高齢者総合相談や身近な窓口である地域包括支援センター等において、高齢者

の生活を支えるとともに、地域で見守る仕組みづくりや、ボランティアが日常生活の手助

けを行うはつらつサービス等を実施しています。また、高齢者の支援体制の充実に向けて、

地域ケア会議等により多職種・多機関の連携を強化するとともに、たいとう地域包括ケア

推進協議会の取り組みを支援しています。引き続き、高齢者が住み慣れた地域で安心して

暮らせるよう、切れ目のない支援や多様な主体によるサービス提供の充実などにより、地

域包括ケアシステムを推進する必要があります。 

○区では、区立特別養護老人ホームの居住環境向上や共生型のサービス※をはじめとする福

祉サービス充実のため、(仮称 )竜泉二丁目福祉施設の整備を進めています。また、介護人

材のキャリアアップの支援や、ハローワーク等の関係機関と連携した就職フェアを実施し

ています。将来の需要を見込んで、質の高い介護サービスを安定的に提供できる環境づく

　

据えた介護人材の確保が喫緊の課題です。

〇区における令和元年の 65歳以上の要介護認定者のうち、何らかの認知症の症状がある方

は7,643人で、高齢者人口に占める割合は16.6％となっています。区では、正しい知識の普

及啓発や、認知症の早期発見・早期支援、本人や家族の相談等を実施しており、今後も「共

生」と「予防」を両輪とした取り組みを推進する必要があります。 

●高齢者を地域全体で見守り支え合う環境が充実し、支援が必要な高齢 

者に、医療・介護サービスが切れ目なく提供され、住み慣れた地域で 

安心して暮らしています。 

500人 認知症サポーター養成人数 年 500人 

介護保険サービス利用の満足度 78.3％ 79％ 

（令和 10年度末） 指  標  名  
現  状  目  標  

 （令和 4年度末） 

りが求められているとともに、団塊ジュニア世代が高齢者となる令和22年（2040年）を見
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施策 23 高齢者が安心して地域で暮らし続けられる環境づくり 
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  施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

○台東区の 65歳以上の高齢者人口は、令和 4年 4月 1日現在で 4万 5,400人であり、高齢

化率は約22.2％となっています。今後、75歳以上の後期高齢者人口の増加に伴い、要支援・

要介護認定者や認知症高齢者も増えることが予測されます。 

区では、高齢者総合相談や身近な窓口である地域包括支援センター等において、高齢者

の生活を支えるとともに、地域で見守る仕組みづくりや、ボランティアが日常生活の手助

けを行うはつらつサービス等を実施しています。また、高齢者の支援体制の充実に向けて、

地域ケア会議等により多職種・多機関の連携を強化するとともに、たいとう地域包括ケア

推進協議会の取り組みを支援しています。引き続き、高齢者が住み慣れた地域で安心して

暮らせるよう、切れ目のない支援や多様な主体によるサービス提供の充実などにより、地

域包括ケアシステムを推進する必要があります。 

○区では、区立特別養護老人ホームの居住環境向上や共生型のサービス※をはじめとする福

祉サービス充実のため、(仮称 )竜泉二丁目福祉施設の整備を進めています。また、介護人

材のキャリアアップの支援や、ハローワーク等の関係機関と連携した就職フェアを実施し

ています。将来の需要を見込んで、質の高い介護サービスを安定的に提供できる環境づく

　

据えた介護人材の確保が喫緊の課題です。

〇区における令和元年の 65歳以上の要介護認定者のうち、何らかの認知症の症状がある方

は7,643人で、高齢者人口に占める割合は16.6％となっています。区では、正しい知識の普

及啓発や、認知症の早期発見・早期支援、本人や家族の相談等を実施しており、今後も「共

生」と「予防」を両輪とした取り組みを推進する必要があります。 

●高齢者を地域全体で見守り支え合う環境が充実し、支援が必要な高齢 

者に、医療・介護サービスが切れ目なく提供され、住み慣れた地域で 

安心して暮らしています。 

500人 認知症サポーター養成人数 年 500人 

介護保険サービス利用の満足度 78.3％ 79％ 

（令和 10年度末） 指  標  名  
現  状  目  標  

 （令和 4年度末） 

りが求められているとともに、団塊ジュニア世代が高齢者となる令和22年（2040年）を見
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〇区では、在宅医療を希望する高齢者やその家族が安心して療養生活が送れるよう、在宅

療養支援窓口での相談を通じて、多職種連携を図り、在宅療養を支援しており、引き続き、

在宅療養支援の充実や、医療・介護連携を図っていく必要があります。 

○区では、高齢者が安全に暮らすことができるよう住宅の改修やバリアフリー化の支援、高

齢者住宅 ( シルバーピア ) の供給、住み替え支援等の取り組みを実施しており、今後も、

安心して生活できる居住環境の整備に継続して取り組む必要があります。
 

  主な取り組み 

①高齢者の総合的な相談・支援体制の充実 
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、一人ひとりに寄り添った相談・支援

を実施します。また、地域ケア会議等により、多職種・多機関による地域ネットワークの

強化を図ります。 

②高齢者地域見守りネットワークの拡充 
関係協力機関等と連携して、ひとり暮らし等高齢者を対象とした声掛けや見守りを行う

とともに、見守りサポーターを養成し、地域における見守り体制の充実を図ります。

③多様な生活支援サービスの提供 
 ボランティアや民間企業など多様な主体による生活支援サービスの充実を図ります。 

④介護サービス基盤の充実 

 区内の介護サービスが適切に提供されるよう、民間事業者との役割と機能の適切な分担

を行いながら、高齢者人口の動向を踏まえた施設誘致を進めるなど、提供基盤の充実を図

ります。 

⑤介護人材の確保・育成・定着支援 

多様な人材の参入促進や資質の向上、人材の定着に向けて、介護職等就職フェアの開催

や、資格取得に要する研修受講費用の助成、事業者向けの研修など、多様で効果的な取り

組みをより一層促進します。 

⑥認知症高齢者の支援体制の強化 

認知症カフェの実施や認知症サポーターの養成及び活躍の場の拡大、認知症に関する普

及啓発を行うなど、認知症高齢者やその家族が地域の中で安心して暮らし続けられるよう

支援します。  

⑦在宅療養の推進 

在宅療養支援窓口を中心とした相談や区民への普及啓発を実施するとともに、多職種間

での情報連携によって医療・介護の連携を強化し、在宅療養を推進します。 

⑧高齢者の居住の安定確保 

在宅での生活を継続するための住宅改修やバリアフリー化などを進めるとともに、高齢

者住宅(シルバーピア)の供給を図ります。 
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施策 24 障害者の地域生活を支える環境づくり 

 

 

  目指す姿 

 

 

 

 

  施策の指標 
 
 

 

 

 

  現状と課題 

○令和 3年 5月、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」の一部が改正され、

事業者による障害者への合理的配慮※の提供について、努力義務から義務へと改められまし

た。令和 4 年度「台東区障害者実態調査」においても、地域で安心して暮らすために重要

と思う施策として「障害に対する理解の促進」が最も高くなっており、引き続き、障害者

差別解消法で求められる取り組みやその考え方を、幅広く社会に浸透させ、共生社会の実

現に向け社会全体の取り組みとして進める必要があります。  

区では、令和 2 年 4 月に障壁のない多様性が尊重される共生社会の実現をより一層推進

するため「台東区手話言語の普及及び障害者の意思疎通の促進に関する条例」を施行し、

手話言語の普及啓発や遠隔手話通訳サービス、図書等の宅配サービス等を実施しています。 

令和 4年 5月には、「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進

に関する法律」が施行され、情報アクセシビリティ※の向上と意思疎通支援の充実といった

方向性が示されており、障害に対する理解促進・普及啓発を一層推進する必要があります。 

○台東区の障害者手帳所持者数は、令和 4 年 3 月末現在、身体障害者が 6,219 人、知的障

害者が 1,016 人、精神障害者が 1,996 人であり、難病医療費等助成受給者数は、令和 3 年

度 2,582人で増加傾向にあります。 

区では、障害者施策の中核を担ってきた松が谷福祉会館について、今後のニーズにあわ

せて、新たに整備する（仮称）北上野二丁目福祉施設にその機能を引き継ぐとともに、更なる

機能充実に向けた検討を重ねています。また、障害者の高齢化を見据えて、共生型のサー

ビス※を提供する（仮称）竜泉二丁目福祉施設の整備を進めています。引き続き、障害の状

況や生活環境など一人ひとりに寄り添った支援を行うため、適切な相談支援体制と障害者

や家族を支えるサービス提供体制を整備するとともに、「親亡き後」や高齢化する障害者と

●障害者が、一人ひとりのニーズに応じた支援を受け、自らの暮らし方 

を選択し、住み慣れた地域で安心して充実した暮らしをしています。 

65.1％ 障害福祉サービスの満足度 70％ 

（令和 10年度末） 指  標 名  
現  状  目  標  

 （令和 4年度末） 



施策
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施策 24 障害者の地域生活を支える環境づくり 

 

 

  目指す姿 

 

 

 

 

  施策の指標 
 
 

 

 

 

  現状と課題 

○令和 3年 5月、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」の一部が改正され、

事業者による障害者への合理的配慮※の提供について、努力義務から義務へと改められまし

た。令和 4 年度「台東区障害者実態調査」においても、地域で安心して暮らすために重要

と思う施策として「障害に対する理解の促進」が最も高くなっており、引き続き、障害者

差別解消法で求められる取り組みやその考え方を、幅広く社会に浸透させ、共生社会の実

現に向け社会全体の取り組みとして進める必要があります。  

区では、令和 2 年 4 月に障壁のない多様性が尊重される共生社会の実現をより一層推進

するため「台東区手話言語の普及及び障害者の意思疎通の促進に関する条例」を施行し、

手話言語の普及啓発や遠隔手話通訳サービス、図書等の宅配サービス等を実施しています。 

令和 4年 5月には、「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進

に関する法律」が施行され、情報アクセシビリティ※の向上と意思疎通支援の充実といった

方向性が示されており、障害に対する理解促進・普及啓発を一層推進する必要があります。 

○台東区の障害者手帳所持者数は、令和 4 年 3 月末現在、身体障害者が 6,219 人、知的障

害者が 1,016 人、精神障害者が 1,996 人であり、難病医療費等助成受給者数は、令和 3 年

度 2,582人で増加傾向にあります。 

区では、障害者施策の中核を担ってきた松が谷福祉会館について、今後のニーズにあわ

せて、新たに整備する（仮称）北上野二丁目福祉施設にその機能を引き継ぐとともに、更なる

機能充実に向けた検討を重ねています。また、障害者の高齢化を見据えて、共生型のサー

ビス※を提供する（仮称）竜泉二丁目福祉施設の整備を進めています。引き続き、障害の状

況や生活環境など一人ひとりに寄り添った支援を行うため、適切な相談支援体制と障害者

や家族を支えるサービス提供体制を整備するとともに、「親亡き後」や高齢化する障害者と

●障害者が、一人ひとりのニーズに応じた支援を受け、自らの暮らし方 

を選択し、住み慣れた地域で安心して充実した暮らしをしています。 

65.1％ 障害福祉サービスの満足度 70％ 

（令和 10年度末） 指  標 名  
現  状  目  標  

 （令和 4年度末） 
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見守る家族が、将来を安心して暮らせる社会づくりが求められています。  

〇区では、質の高い安定的な障害福祉サービスの提供に向けて、資格取得のための助成や、

就労希望者と事業者のマッチングを図る介護職等就職フェアの開催、ヘルパー養成等、多

様な担い手の育成に取り組んでおり、引き続き人材の育成・充実を図る必要があります。

〇近年、医療技術の進歩を背景に医療的ケアを必要とする児童が増加しており、令和 3 年

9月に施行された「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」では、医療的ケ

ア児の健やかな成長を図るとともにその家族の離職の防止に資するよう取り組むことを、

自治体の責務としました。 

区では、在宅生活を送っている医療的ケアの必要な重症心身障害児（者）等をケアする

家族の休息及び就労支援を目的として、看護師を自宅等に派遣する事業を実施しています。

また、保健、医療、教育機関等との連携を深めるとともに、医療的ケア児等コーディネー

ター設置の検討を進めています。引き続き、個々の状況に応じて切れ目なく支援するとと

もに、きめ細かな相談やレスパイト事業等を通じた家族の支援を行う必要があります。 

○精神障害の程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、精

神障害者一人ひとりの困りごと等に寄り添うとともに、本人の意思が尊重されるよう情報

提供やマネジメントを行い、適切な支援につなげる必要があります。 

  主な取り組み 

①障害への理解促進 

講習会の開催等により、障害に対する理解促進・差別解消の推進を図るとともに、円滑

に意思疎通を図ることができる環境づくりを進めます。 

②障害者の相談支援体制の充実 
基幹相談支援センターが地域の相談支援の中核的な役割を担い、区内の相談支援事業者

に対する後方支援を行うなど、地域全体の相談支援体制の充実を図ります。 

③サービス提供体制の整備 
障害者が地域で安心して充実した暮らしができるよう、グループホームや生活介護施設

等について、民間事業者への整備費助成に加えて、区有施設を活用した整備を進めます。 

④障害福祉人材の確保・育成・定着支援 

障害福祉サービスの安定的な供給のために、福祉・介護ニーズに対応する人材を確保す

るとともに、障害者を支援する多様な担い手を育成・支援します。 

⑤医療的ケアの充実 
医療的ケアが必要な障害児（者）を支援するため、自宅等に看護師を派遣します。ま

た、保健、医療、教育機関等との連携を強化し、医療的ケア児等コーディネーターによる切

れ目のない支援を実施します。 

⑥精神障害者の地域移行支援 

保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じてニーズや地域課題を把握した上で、重

層的な連携による支援体制で精神障害者の地域生活を支援します。  
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施策 25 障害者の自立と社会参加の促進 

 

 

  目指す姿 

 

 

 

 

 

 

  施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

○令和 4年度「台東区障害者実態調査」によると、今後希望する日中の過ごし方は、「仕事

をしたい」と回答した人の割合が 40.7％で最も高くなっています。区では、障害者就労支

援室において、関係機関や企業と連携を図りながら、就労支援を行っています。引き続き、

それぞれの希望に応じた働き方や働く場を選択でき、安心して働き続けられるよう、働く

場の確保と職場定着支援に加えて、働く場における障害への理解の促進を図る必要があり

ます。 

○区内の就労継続支援B型事業所※の平均工賃月額は、令和3年度は1万8,963円となり、令和

2 年度実績と比べると増加しました。区では、障害者就労施設等から物品等を優先的に調

達するほか、事業者からの受注の確保を支援するとともに、福祉作業所等に対して、中小

企業診断士による経営コンサルティングやデザイナー等による自主製品の高付加価値化へ

の支援等を実施しています。今後も、工賃向上に向けた支援と福祉的就労をしている障害

者のより一層の就労意欲の促進を図っていく必要があります。

〇区では、障害者の社会参加を促進するため、脳血管障害などの中途障害者の機能回復訓

練や発達障害に特化したデイケア、文化活動などの教室や講習会を実施しています。ま

た、作品展やワークショップの開催などにより、障害者の文化・芸術活動への参画を支援

し、障害の理解促進に向けて取り組んでいます。さらに、東京2020パラリンピックの開催

●障害者が就労などの社会参加を通じて、生きがいをもって自分らしい 

暮らしを実現しています。 

43人 
障害者就労支援室登録者のうち 
一般就労した障害者数 

年 30人 

（令和 10年度末） 
指   標   名   

現  状  目   標   

 （令和 4年度末） 
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施策 25 障害者の自立と社会参加の促進 

 

 

  目指す姿 

 

 

 

 

 

 

  施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

○令和 4年度「台東区障害者実態調査」によると、今後希望する日中の過ごし方は、「仕事

をしたい」と回答した人の割合が 40.7％で最も高くなっています。区では、障害者就労支

援室において、関係機関や企業と連携を図りながら、就労支援を行っています。引き続き、

それぞれの希望に応じた働き方や働く場を選択でき、安心して働き続けられるよう、働く

場の確保と職場定着支援に加えて、働く場における障害への理解の促進を図る必要があり

ます。 

○区内の就労継続支援B型事業所※の平均工賃月額は、令和3年度は1万8,963円となり、令和

2 年度実績と比べると増加しました。区では、障害者就労施設等から物品等を優先的に調

達するほか、事業者からの受注の確保を支援するとともに、福祉作業所等に対して、中小

企業診断士による経営コンサルティングやデザイナー等による自主製品の高付加価値化へ

の支援等を実施しています。今後も、工賃向上に向けた支援と福祉的就労をしている障害

者のより一層の就労意欲の促進を図っていく必要があります。

〇区では、障害者の社会参加を促進するため、脳血管障害などの中途障害者の機能回復訓

練や発達障害に特化したデイケア、文化活動などの教室や講習会を実施しています。ま

た、作品展やワークショップの開催などにより、障害者の文化・芸術活動への参画を支援

し、障害の理解促進に向けて取り組んでいます。さらに、東京2020パラリンピックの開催

●障害者が就労などの社会参加を通じて、生きがいをもって自分らしい 

暮らしを実現しています。 

43人 
障害者就労支援室登録者のうち 
一般就労した障害者数 

年 30人 

（令和 10年度末） 
指   標   名   

現  状  目   標   

 （令和 4年度末） 

109 

 

をきっかけとした障害者スポーツへの関心が一時的なものとして終わらないよう、大会や

体験会を実施し、障害者スポーツを通じた相互理解を図っています。 

今後も、障害の有無によって分け隔てられることなく、生涯にわたって社会参加ができ

るよう、様々な機会を提供する必要があります。 

 

  主な取り組み 

①自立に向けた就労支援の充実と事業者への理解促進 
ハローワークなどの関係機関と連携しながら、一般就労に向けた支援を行います。ま

た、職場定着に向けてきめ細かな支援を行うとともに、働く場への普及啓発を実施し理解

促進を図ります。 

②福祉的就労をしている障害者への支援 
 区内の福祉作業所の製品などについて、販路拡大や高付加価値化の促進を図り、福祉的

就労をしている障害者の工賃引き上げや就労意欲の向上を図ります。  

③障害者の社会参加の促進 
障害の程度に応じ、自主的・持続的に取り組むことができるメニューを提供し、機能の

維持・改善を図ります。また、障害の有無にかかわらず様々な文化やスポーツなどに触れ

る機会をつくるとともに、デジタル化などの時代に即したプログラムを実施し、障害者の

自立と社会参加を促進します。 

  



施策
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施策 26 権利擁護の推進 

 

 

  目指す姿 

 

 

 

 

 

 

  施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

○成年後見制度は、認知症や知的障害、精神障害等により判断能力が不十分な方の権利擁

護を支える重要な手段であり、身上保護と財産管理の支援によって、本人の地域生活を支

える役割を果たしています。

 令和 7年には団塊の世代のすべてが 75歳以上となり、今後も認知症高齢者などの増加が

予測されており、成年後見制度の利用を含む権利擁護のニーズの増加が見込まれます。 

 令和 4 年 3 月には、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に基づき、「第二期成年

後見制度利用促進基本計画」が閣議決定され、制度の利用を必要とする方が尊厳のある本

人らしい生活を継続することができる体制を整備して、本人の地域社会への参加の実現を

目指すものとしました。 

 区では、台東区社会福祉協議会を推進機関と位置づけ、連携して成年後見制度の普及啓

発を実施するとともに、申立者がいない場合の区長による申立や費用助成などにより制度

利用を支援しています。また、成年後見制度の担い手となる市民後見人の育成を進めてい

ます。令和 5 年 3 月に策定した「台東区成年後見制度利用促進計画」に基づき、地域連携

をさらに推進するとともに、成年後見制度の利用が必要な方への適切な支援と、制度理解

など利用に向けた普及啓発を実施する必要があります。  

●高齢者や障害者などの権利・尊厳が守られ、安心して暮らせる地域社 

会が実現しています。 

高齢者 30.8％ 
 

障害者 23.9％ 

成年後見制度の内容を 
知っている人の割合 
（高齢者・障害者） 

高齢者 80％ 
 

障害者 60％ 

（令和 10年度末） 
指   標   名   

現  状  目   標   

 （令和 4年度末） 
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○「高齢者虐待防止法」や「障害者虐待防止法」に基づき、区では、虐待の未然防止、虐待

を受けた方の迅速かつ適切な保護及び養護者に対する支援を行っています。また、専門的

な知見に基づいた、区民や養介護施設従事者等への指導・助言により、虐待の未然・再発

防止に取り組んでいます。高齢者や障害者の虐待の背景には、当事者を取り巻く複合的な

要因があり、在宅や入所施設での虐待事例も増加傾向にあることから、その状況を正確に

把握して対応する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  主な取り組み 

①成年後見制度の普及啓発・利用支援 
成年後見制度の普及啓発や利用支援の取り組みを実施するとともに、市民後見人の育成

や活動支援などにより、成年後見制度の利用を支援します。 

②中核機関を中心とした地域連携ネットワークの推進 
地域の権利擁護の推進、成年後見制度の活用に向けて、台東区社会福祉協議会と連携し

て中核機関を設置します。また、区民が安心して制度を利用できるよう、地域で支える体制

を構築する地域連携ネットワークづくりを推進します。 

③虐待防止対策の強化 
医療機関や警察などの関係機関と緊密に連携しながら、高齢者・障害者などに対する虐

待の防止や早期発見、早期対応の取り組みを実施するとともに、学識経験者等の専門的な

知見により背景や要因、支援方法を明確にし、区民及び養介護施設従事者等への指導・助

言を行います。また、セミナーや研修などを通じて、虐待防止に関する普及啓発を推進し

ます。 
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施策 26 権利擁護の推進 

 

 

  目指す姿 

 

 

 

 

 

 

  施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

○成年後見制度は、認知症や知的障害、精神障害等により判断能力が不十分な方の権利擁

護を支える重要な手段であり、身上保護と財産管理の支援によって、本人の地域生活を支

える役割を果たしています。

 令和 7年には団塊の世代のすべてが 75歳以上となり、今後も認知症高齢者などの増加が

予測されており、成年後見制度の利用を含む権利擁護のニーズの増加が見込まれます。 

 令和 4 年 3 月には、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に基づき、「第二期成年

後見制度利用促進基本計画」が閣議決定され、制度の利用を必要とする方が尊厳のある本

人らしい生活を継続することができる体制を整備して、本人の地域社会への参加の実現を

目指すものとしました。 

 区では、台東区社会福祉協議会を推進機関と位置づけ、連携して成年後見制度の普及啓

発を実施するとともに、申立者がいない場合の区長による申立や費用助成などにより制度

利用を支援しています。また、成年後見制度の担い手となる市民後見人の育成を進めてい

ます。令和 5 年 3 月に策定した「台東区成年後見制度利用促進計画」に基づき、地域連携

をさらに推進するとともに、成年後見制度の利用が必要な方への適切な支援と、制度理解

など利用に向けた普及啓発を実施する必要があります。  

●高齢者や障害者などの権利・尊厳が守られ、安心して暮らせる地域社 

会が実現しています。 

高齢者 30.8％ 
 

障害者 23.9％ 

成年後見制度の内容を 
知っている人の割合 
（高齢者・障害者） 

高齢者 80％ 
 

障害者 60％ 

（令和 10年度末） 
指   標   名   

現  状  目   標   

 （令和 4年度末） 
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○「高齢者虐待防止法」や「障害者虐待防止法」に基づき、区では、虐待の未然防止、虐待

を受けた方の迅速かつ適切な保護及び養護者に対する支援を行っています。また、専門的

な知見に基づいた、区民や養介護施設従事者等への指導・助言により、虐待の未然・再発

防止に取り組んでいます。高齢者や障害者の虐待の背景には、当事者を取り巻く複合的な

要因があり、在宅や入所施設での虐待事例も増加傾向にあることから、その状況を正確に

把握して対応する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  主な取り組み 

①成年後見制度の普及啓発・利用支援 
成年後見制度の普及啓発や利用支援の取り組みを実施するとともに、市民後見人の育成

や活動支援などにより、成年後見制度の利用を支援します。 

②中核機関を中心とした地域連携ネットワークの推進 
地域の権利擁護の推進、成年後見制度の活用に向けて、台東区社会福祉協議会と連携し

て中核機関を設置します。また、区民が安心して制度を利用できるよう、地域で支える体制

を構築する地域連携ネットワークづくりを推進します。 

③虐待防止対策の強化 
医療機関や警察などの関係機関と緊密に連携しながら、高齢者・障害者などに対する虐

待の防止や早期発見、早期対応の取り組みを実施するとともに、学識経験者等の専門的な

知見により背景や要因、支援方法を明確にし、区民及び養介護施設従事者等への指導・助

言を行います。また、セミナーや研修などを通じて、虐待防止に関する普及啓発を推進し

ます。 

  

名前も内容も

知っている

30.8%

名前は知っている

43.5%

全く知らない

16.7%

無回答

9.0%

成年後見制度の認知度（高齢者）

＝1,254人

回答者数

名前も内容も

知っている

23.9%

名前は知っている

38.7%

全く知らない

29.3%

無回答

8.1%

成年後見制度の認知度（障害者）

回答者数

＝594人

〈出典〉台東区「台東区高齢者実態調査報告書」 〈出典〉台東区「台東区障害者実態調査報告書」

成年後見制度の認知度 （高齢者） 成年後見制度の認知度 （障害者）
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施策 27 生活の安定・自立に向けた支援の充実 

 

 

  目指す姿 

 

 

 

 

 

 

  施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

○台東区の生活保護受給世帯及び人数は、平成 28 年度から減少傾向で、令和 3 年度は約

7,400 世帯、約 7,900人が受給しています。区では、生活保護受給者の自立に向けて就労支

援を実施しており、引き続き、一人ひとりの課題や健康状態、本人の意向等を十分に把握

して支援を行う必要があります。 

○令和 2 年から続くコロナ禍は、休業やシフト減、雇い止め等による経済的な困窮をもた

らし、国は経済支援策として、特例貸付や住居確保給付金等の措置等の対応を緊急的に実

施しました。「生活困窮者自立支援法」が平成 27 年に施行され 7 年が経過し、新型コロナ

ウイルス感染症の影響に加え、社会情勢による物価上昇など、生活困窮者を取り巻く環境

は刻一刻と変化しています。また、ネットカフェでの寝泊まりや、知人・友人宅への同居

など、不安定な居住状態にある方、孤立の問題を抱える方など、可視化されにくいケース

があります。関係機関との連携により、個々の状況に応じて包括的に支援することに加え、

生活困窮の端緒となる事象を把握した場合には自立相談支援事業等の利用勧奨を行う等、

確実に支援を届ける必要があります。 

○区の路上生活者対策では、都区共同で自立支援センターを開設しています。また、路上

生活者に対して、巡回相談や一時的に宿泊場所を提供して就労支援を実施する等、就労自

立して安定した地域生活へ移行できるよう支援しています。特別区・台東区ともに路上生

活者数は減少しており、令和 4年 1月の昼間調査では区内の路上生活者数は 33 人でした。 

●経済的に困窮している方に対する就労支援などの充実が図られ、自立 

生活を送ることができる方が増加しています。 

40％ 
（令和 3年度末） 

就労支援対象者に対する 
事業参加率※ 

60％ 

（令和 10年度末） 
指  標  名  

現  状  目  標  

 （令和 4年度末） 
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施策 27 生活の安定・自立に向けた支援の充実 

 

 

  目指す姿 

 

 

 

 

 

 

  施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

○台東区の生活保護受給世帯及び人数は、平成 28 年度から減少傾向で、令和 3 年度は約

7,400 世帯、約 7,900人が受給しています。区では、生活保護受給者の自立に向けて就労支

援を実施しており、引き続き、一人ひとりの課題や健康状態、本人の意向等を十分に把握

して支援を行う必要があります。 

○令和 2 年から続くコロナ禍は、休業やシフト減、雇い止め等による経済的な困窮をもた

らし、国は経済支援策として、特例貸付や住居確保給付金等の措置等の対応を緊急的に実

施しました。「生活困窮者自立支援法」が平成 27 年に施行され 7 年が経過し、新型コロナ

ウイルス感染症の影響に加え、社会情勢による物価上昇など、生活困窮者を取り巻く環境

は刻一刻と変化しています。また、ネットカフェでの寝泊まりや、知人・友人宅への同居

など、不安定な居住状態にある方、孤立の問題を抱える方など、可視化されにくいケース

があります。関係機関との連携により、個々の状況に応じて包括的に支援することに加え、

生活困窮の端緒となる事象を把握した場合には自立相談支援事業等の利用勧奨を行う等、

確実に支援を届ける必要があります。 

○区の路上生活者対策では、都区共同で自立支援センターを開設しています。また、路上

生活者に対して、巡回相談や一時的に宿泊場所を提供して就労支援を実施する等、就労自

立して安定した地域生活へ移行できるよう支援しています。特別区・台東区ともに路上生

活者数は減少しており、令和 4年 1月の昼間調査では区内の路上生活者数は 33 人でした。 

●経済的に困窮している方に対する就労支援などの充実が図られ、自立 

生活を送ることができる方が増加しています。 

40％ 
（令和 3年度末） 

就労支援対象者に対する 
事業参加率※ 

60％ 

（令和 10年度末） 
指  標  名  

現  状  目  標  

 （令和 4年度末） 
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令和 3 年度「ホームレスの実態に関する全国調査」によると、特別区の路上生活者は路

上生活期間が 10 年以上の割合が 4 割を超え、65 歳以上の割合が 6 割を超えています。本

区においても、路上生活期間の長期化や路上生活者の高齢化が問題となっており、困難化す

るケースに対応する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  主な取り組み 

①生活保護受給者に対する就労支援の充実 
一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援を行うとともに、就労を阻害する要因が少な

い方については、就労準備から一般就労につなげ、生活保護からの自立を促進します。 

②生活困窮者に対する自立に向けた支援の充実 
 専門相談員が幅広く相談を受けて、個々の状況に応じた支援プランの作成や、家計相談・

就労相談などを通して生活に困窮している方の早期自立を促進するとともに、福祉や就労・

教育などの相談窓口との連携を強化します。 

③路上生活者の地域生活への移行に向けた支援の充実 
一人ひとりの状況に応じた自立生活訓練などの実施により、地域生活への移行を円滑に

行えるよう支援します。また、医師や看護師とともに巡回相談を実施し、路上生活期間の

長期化、高齢化した路上生活者への取り組みを強化します。 
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〈出典〉台東区調べ


